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別添５ 災害緊急支援対策事業 

 

第１ 事業実施主体 

   この事業の事業実施主体は、別添２の公募団体Ｂとする。ただし、第２の

１の（２）においては、公募団体Ｂの選定されていない都道府県における事

業実施主体は、農業協同組合、農業協同組合連合会、畜産業の振興に資する

事業を行う一般社団法人若しくは一般財団法人又は理事長が適当と認める団

体とする。 

 

第２ 事業の内容 

１ 経営継続支援対策 

（１）事業実施主体は、第３の１の（１）又は（２）に掲げる災害により畜産

関連施設等に被害を受けた畜産経営体の経営継続のため、以下に掲げる取

組を自ら行うとともに、被害を受けた畜産経営体が以下に掲げる（ア）の

資材の購入、（イ）の輸送、管理委託を緊急的に自ら実施するのに要した経

費を補助するものとする。 

また、事業実施主体は、生産者集団等が第３の１の（１）又は（２）に

掲げる災害により畜産関連施設等に被害を受けた畜産経営体の経営継続

のため、以下に掲げる取組を実施するのに要する経費について補助すると

ともに、被害を受けた畜産経営体が以下に掲げる（ア）の資材の購入、（イ）

の輸送、管理委託を緊急的に自ら実施するのに要した経費について、生産

者集団等が補助するのに要する経費を補助するものとする。 

 

（ア）簡易牛舎の整備等 

牛舎の損壊等あるいは緊急的な家畜の避難に伴う簡易牛舎等の整備及

び既存牛舎を増築する場合の資材の支給 

（イ）緊急避難等支援 

牛舎の損壊等による緊急的な避難に伴う家畜の輸送及び飼料等の輸送、

管理委託 

（ウ）繁殖に供する雌牛の導入支援 

牛舎の損壊等により死亡、廃用又はやむを得ず売却した繁殖雌牛に代

わる繁殖に供する雌牛の導入 

 

 （２）事業実施主体は、第３の１の（３）又は（４）に掲げる災害により畜産

関連施設等に被害を受けた畜産経営体の経営継続のため、以下に掲げる取

組を自ら行うとともに、被害を受けた畜産経営体が以下に掲げる（ア）の
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補改修等、（イ）の資材の購入及び（ウ）の輸送、管理委託を緊急的に自

ら実施するのに要した経費を補助するものとする。 

    また、事業実施主体は、生産者集団等が第３の１の（３）又は（４）に

掲げる災害により畜産関連施設等に被害を受けた畜産経営体の経営継続

のため、以下に掲げる取組を実施するのに要する経費について補助すると

ともに、畜産経営体が以下に掲げる（ア）の補改修等、（イ）の資材の購

入及び（ウ）の輸送、管理委託を緊急的に自ら実施するのに要した経費に

ついて、生産者集団等が補助するのに要する経費を補助するものとする。 

 

（ア）牛舎、飼養管理の附帯施設・機械の補改修等 

牛舎等の損壊等あるいは緊急的な家畜の避難に伴う牛舎、飼養管理の

ための附帯施設・機械の補改修等（修繕費を含む。以下同じ。） 

（イ）簡易牛舎の整備等 

牛舎の損壊等あるいは緊急的な家畜の避難に伴う簡易牛舎等の整備及

び既存牛舎を増築する場合の資材の支給 

（ウ）緊急避難等支援 

牛舎の損壊等による緊急的な避難に伴う家畜の輸送及び飼料等の輸送、

管理委託 

（エ）繁殖に供する雌牛の導入支援 

牛舎の損壊等により死亡、廃用又はやむを得ず売却した繁殖雌牛に代

わる繁殖に供する雌牛の導入 

 

２ 経営継続支援対策の推進 

事業実施主体は、１の事業を円滑に実施するための会議の開催及び推進指

導等を行うものとする。 

第３ 事業の要件 

１ 事業の対象となる災害 

 （１）平成 28年熊本地震 

 （２）平成 28年台風第７号等 

 （３）平成 29年梅雨期豪雨 

 （４）平成 29年度大雪 

 

２ 生産者集団等 

（１）第２の生産者集団等は、生産者集団、農業協同組合、農業協同組合連合

会及び一般社団法人等とする。 
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（２）（１）の生産者集団は、３戸以上の農業者から構成され、次に掲げる事項

のすべてを内容とする規約を有するとともに、その規約について、あらか

じめ事業実施主体の長の承認を受けるものとする。これを変更する場合も

同様とする。 

ア 生産者集団の目的、名称、事務所の所在地、代表者及び構成員に関す

る事項 

イ 生産者集団の運営に関する事項 

ウ 肉用牛生産の振興に関する事項 

エ その他生産者集団の目的の達成に必要な事項 

３ 事業の対象となる畜産経営体 

市町村から１に掲げる災害による畜産関連施設（６次産業化関連施設を除

く。）の被害を証明する書面の交付を受けた畜産経営体とする。 

４ 簡易牛舎の整備等 

第２の１の（１）の（ア）及び（２）の（イ）で取得した簡易牛舎等につ

いては、次のとおり取扱うこととする。 

（１）生産者集団等（代表者）として会計の処理を行うこと。 

（２）生産者集団等は管理利用規程を設けるとともに、その管理運用を生産

者集団等の構成員に行わせる場合にあっては、当該構成員と貸付契約を

締結すること。 

５ 繁殖に供する雌牛の導入支援 

（１）補助対象は黒毛和種、褐毛和種、日本短角種、無角和種、その他の肉

専用種（乳用種と肉専用種の交雑種は含まない。）であること。 

（２）補助対象頭数は、牛舎の損壊等により死亡、廃用又はやむを得ず売却

した繁殖雌牛の頭数を上限とする。 

（３）第２の１の（１）の（ウ）又は（２）の（エ）の事業対象牛は、国又

は機構が実施する、繁殖雌牛の導入、保留及び増頭に係る事業の補助金

の交付を受けていないこと。 

（４）家畜改良増殖法（昭和 25年法律第 209号）第 32条の２第１項の農林

水産大臣の承認を受けた者（以下「登録団体」という。）が行う登録又は

登記を受けた肉専用種の雌牛であること。 

（５）生産者集団等が導入する繁殖に供する雌牛は、次のいずれかにより飼

養すること。 

ア 雌牛を購入し、一定期間自ら飼養する場合 

イ 雌牛を購入し、３の畜産経営体に対し、一定期間貸し付ける場合（生

産者集団等が他の生産者集団等又は市町村を経由し、貸し付ける場合

を含むものとする。） 
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（６）（５）の一定期間とは、雌子牛（満６か月齢以上 12か月齢未満）にあ

っては、購入後概ね 42か月又は雌子牛の購入後生産された産子の枝肉成

績が得られる時点までのいずれか短い期間、成雌牛にあっては、購入後

概ね 36か月又は成雌牛の購入後生産された産子の枝肉成績が得られる

時点までのいずれか短い期間とする。 

６ 環境と調和のとれた農業生産活動 

３の畜産経営体は、「環境と調和のとれた農業生産活動規範について」（平

成 17年３月 31日付け 16生産第 8377号農林水産省生産局長通知。）に基づく

環境と調和のとれた農業生産活動規範点検シートにより、環境と調和のとれ

た農業生産活動が行われるよう努めるものとする。 

７ 配合飼料価格安定制度の安定的な運営を確保するための措置 

事業実施主体は、配合飼料価格安定制度の安定的な運営を確保するため、

第１の事業に参加する畜産経営体は、配合飼料を利用し平成 28年度に「配合

飼料価格安定対策事業実施要綱」（昭和 50年２月 13日付け 50B第 302号農林

事務次官依命通知）に定める「配合飼料価格安定基金」が定める業務方法書

に基づく配合飼料の価格差補てんに関する基本契約及び配合飼料の価格差補

てんに関する毎年度行われる数量契約（以下「契約」という。）の締結をして

いる者が、引き続き平成 29年度において契約をしていることを確認するもの

とする。 

 

第４ 事業の実施 

１ 事業実施要領の作成 

事業実施主体は、事業の実施に当たっては、あらかじめ事業の趣旨、内容、

仕組み、消費税及び地方消費税の取扱い、補助金の交付手続等を定めた実施

要領を作成して、理事長の承認を受けるものとする。これを変更する場合も

同様とする。 

２ 事業実施計画の作成 

生産者集団等及び利用組合は、事業の実施に当たっては、事業実施計画を

作成し、事業実施主体に提出するものとする。 

事業実施主体は、提出された事業実施計画を取りまとめ、別紙様式第１号

の別紙を内容とする事業実施計画を作成するものとする。これを変更する場

合も同様とする。 

３ 都道府県知事との協議等 

事業実施主体は、１及び２を作成した上で、都道府県知事に協議するもの

とする。これを変更する場合も同様とする。 
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第５ 機構の補助 

機構は、予算の範囲内において、別表に定める補助対象経費及び補助率に

より、事業実施主体が第２に規定する事業を実施するのに要する経費につき

補助するものとする。 

 

第６ 補助金交付の手続等 

１ 補助金の交付申請 

事業実施主体は、補助金の交付を受けようとする場合は、理事長が別に定

める期日までに別紙様式第１号の肉用牛経営安定対策補完事業（災害緊急支

援対策事業）補助金交付申請書を理事長に提出するものとする。 

２ 事業の変更承認申請 

事業実施主体は、補助金交付決定のあった後において、次に掲げる変更を

しようとする場合は、あらかじめ別紙様式第２号の肉用牛経営安定対策補完

事業（災害緊急支援対策事業）補助金交付変更承認申請書を理事長に提出し、

その承認を受けるものとする。 

（１）事業の中止又は廃止 

（２）事業費の 30％を超える増減 

（３）補助金の交付決定額の増加を伴う事業費の増 

３ 補助金の概算払 

（１）理事長は、この事業の円滑な実施を図るために必要があると認めた場

合は、交付決定額を限度として、補助金の概算払をすることができるも

のとする。 

（２）事業実施主体は、補助金の概算払請求をしようとする場合は、別紙様

式第３号の肉用牛経営安定対策補完事業（災害緊急支援対策事業）補助

金概算払請求書を理事長に提出するものとする。 

 

第７ 事業の実績報告 

事業実施主体は、別紙様式第４号の肉用牛経営安定対策補完事業（災害緊

急支援対策事業）実績報告書を作成し、事業の完了した日から起算して１か

月を経過した日又は補助金の交付決定通知のあった年度の翌年度の４月 20

日のいずれか早い期日までに理事長に提出するものとする。また、別紙様式

第４号の写しを都道府県知事に提出するものとする。 

ただし、事業の完了が交付決定通知のあった年度の翌年度となった場合は、

事業の完了した日から起算して１か月を経過した日までとする。 

 

第８ 運営状況の報告 
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生産者集団等は第２の１の（１）の（ア）又は（２）の（イ）の事業のう

ち、「畜産業振興事業の実施について」の４の（２）で規定された補助対象施

設等にあっては、整備が完了した年度の翌年度から起算して５年間は、毎年

度、遅滞なく運営状況報告書を作成し、事業実施主体に報告するものとする。 

事業実施主体は、提出された運営状況報告書を取りまとめの上、別紙様式

第５号の肉用牛経営安定対策補完事業（災害緊急支援対策事業）運営状況報

告書を作成し、４月 30日までに理事長に報告するものとする。 

 

第９ 消費税及び地方消費税の取扱い 

１ 補助金交付申請書提出時の取扱い 

事業実施主体は、機構に対して第６の１の補助金交付申請書を提出するに

当たり、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額（補助対象経費に含

まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法（昭和 63年法律

第 108号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と

当該金額に地方税法（昭和 25年法律第 226号）に規定する地方消費税率を乗

じて得た金額との合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）があ

り、かつ、その金額が明らかな場合には、これを当該補助金の交付申請額か

ら減額して申請しなければならない。 

ただし、当該補助金交付申請書の提出時において当該補助金に係る仕入れ

に係る消費税等相当額が明らかでない場合は、この限りでない。 

２ 事業実績等の報告時の取扱い 

事業実施主体は、１のただし書により申請をした場合において、第７に係

る事業実績報告書を提出するに当たって、当該補助金に係る仕入れに係る消

費税等相当額が明らかになった場合は、これを補助金額から減額して報告し

なければならない。 

３ 消費税等相当額が確定した場合の取扱い 

事業実施主体は、１のただし書により申請をした場合において、第７に係

る事業実績報告書を提出した後において、消費税及び地方消費税の申告によ

り当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が確定した場合には、別紙

様式第６号の肉用牛経営安定対策補完事業（災害緊急支援対策事業）に係る

仕入れに係る消費税等相当額報告書を速やかに理事長に提出するとともに、

その金額（２の規定に基づき減額した場合は、その減じた金額を上回る部分

の金額）を機構に返還しなければならない。 

また、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかにならない

場合又はない場合（公募団体等自ら若しくはそれぞれの生産者集団等の仕入

れに係る消費税等相当額がない場合を含む。）であっても、その状況等につい
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て、補助金適正化法第 15 条の補助金の額の確定通知のあった日の翌年６月

30日までに、同様式により理事長に報告しなければならない。 

 

第 10 事業の実施期間 

この事業の事業実施期間は、平成 29年度とする。 

 

第 11 事業の推進指導等 

１ 事業実施主体は、農林水産省及び機構の指導の下、都道府県、関係機関、

関係団体との連携、生産者等に対するこの事業の趣旨、内容等の周知徹底に

努めるとともに、事業の適正かつ円滑な実施を図るものとする。 

２ 都道府県知事は、この事業の適正かつ円滑な実施を図るため、この事業の

趣旨、内容等の周知徹底、事業実施主体、生産者等に対する指導その他の必

要な支援に努めるものとする。 

 

第 12 帳簿等の整備保管等 

１ 事業実施主体は、この事業に係る経理を適正に行うととともに、その内容

を明らかにした帳簿及び関係書類を整備して保管するものとし、その保存期

間は、事業を完了した年度の翌年度から起算して５年間とする。ただし、事

業により取得し、又は効用の増加した財産で「独立行政法人農畜産業振興機

構の実施する補助事業により取得した財産の処分制限期間」（平成 16年４月

８日付け 16農畜機第 123号）に定められている期間においては、財産管理台

帳その他関係書類を整備保管するものとする。 

２ 理事長は、この要綱に定めるもののほか、この事業の実施及び実績につい

て、必要に応じ、事業実施主体に対し調査し、又は報告を求めることができ

るものとする。 
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（別表） 

 

事業の種類 補助対象経費 補助率又は額 

１ 経営継続支援

対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 経営継続支援

対策の推進 

 

（１）牛舎、飼養管理の附帯施設・

機械の補改修等に要する経費 

 

（２）簡易牛舎の整備等に要する経

費 

 

（３）緊急避難等支援に要する経費 

 

（４）繁殖に供する雌牛の導入支援

に要する経費 

 

 

 

 

 

 

１の事業を円滑に実施するための

会議の開催及び推進指導等に要する

経費 

 

１／２以内 

 

 

１／２以内 

 

 

１／２以内 

 

１／２以内 

ただし、以下の額を上限

とする。 

妊娠牛 1頭当たり 

275千円以内 

雌牛 1頭当たり 

175千円以内 

 

定額 
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別紙様式第１号－１ 

 

平成 年度肉用牛経営安定対策補完事業（災害緊急支援対策事業）補助金交付申 

請書 

 

番   号 

年 月 日 

 

独立行政法人農畜産業振興機構 

理事長       殿 

 

住 所          

団体名          

代表者名       印 

 

 

平成 年度において肉用牛経営安定対策補完事業（災害緊急支援対策事業）を下記のとおり実施したいの

で、肉用牛経営安定対策補完事業実施要綱別添５の第６の１の規定に基づき、補助金     円を交付さ

れたく、関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 事業の目的  ※ 対象となる災害の名称を含めた上で、事業目的を記載すること。 

 

 

２ 事業の内容 

 別紙「肉用牛経営安定対策補完事業（災害緊急支援対策事業）実施計画」のとおり 

 

３ 事業に要する経費の配分及び負担区分  

（単位：円） 

区分 事業費 

負担区分 

備考 機構 

補助金 
その他 

１ 経営継続支援対策 

（１）簡易牛舎の整備等 

（２）緊急避難等支援 

（３）繁殖に供する雌牛の導入支援 

２ 経営継続支援対策の推進 

    

合計     

 

４ 事業実施期間 

（１）事業着手年月日    平成 年 月 日 

（２）事業完了予定年月日  平成 年 月 日 

 

５ 添付書類 
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（１）定款 

（２）最近時点の業務報告書及び業務計画書 

（３）別紙「肉用牛経営安定対策補完事業（災害緊急支援対策事業）実施計画」を都道府県知事に協議し

たことを証する書類の写 
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別紙 肉用牛経営安定対策補完事業（災害緊急支援対策事業）実施計画 

 

１ 経営継続支援対策 

（１）簡易牛舎の整備等 

番号 
生産者 

集団等名 

実施 

時期 

事業 

内容 

補助率 

又は額 
事業費 

負担区分 
備考 

補助金 その他 

１ （ ）              

２ （ ）               

  合計               

 

（２）緊急避難等支援 

番号 
生産者 

集団等名 

実施 

時期 

事業 

内容 

補助率 

又は額 
事業費 

負担区分 
備考 

補助金 その他 

１ （ ）              

２ （ ）               

  合計               

 

（３）繁殖に供する雌牛の導入支援 

番号 
生産者 

集団等名 

実施 

時期 

事業 

内容 

補助率 

又は額 
事業費 

積算基礎 負担区分 備考 

頭数 単価 金額 補助金 その他 

１ （ ）                     

２ （ ）                     

  合計                     

 

２ 経営継続支援対策の推進 

実施 

時期 

補助対象 

経費 

事業 

内容 

補助率 

又は額 
事業費 

負担区分 
費目 積算基礎 

補助金 その他 
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合計         

※積算基礎等の詳細は別紙１～３に記載すること。 

※生産者集団等名のカッコ内には事業対象の畜産経営体の数を記入すること。 

 

（緊急避難等支援）別紙１（簡易牛舎の整備等） 

番号 
生産者 

集団等名 
実施時期 事業内容 

補助対象 

経費 

補助率又は 

補助限度額 
事業費 

負担区分 
備考 

補助金 その他 

１          

２          

合計     

（注）事業の内容は、別添１に詳細かつ具体的に記述すること。 

別紙２ 

 

番号 
生産者 

集団等名 
実施時期 事業内容 

補助対象 

経費 

補助率又は 

補助限度額 
事業費 

負担区分 
備考 

補助金 その他 

１          

２          

合計     

（注）事業の内容は、別添２に詳細かつ具体的に記述すること。 
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別添１ 

 

（生産者集団等名：             ） 

貸付者名 実施時期 事業内容 
補助対象 

経費 

補助率又 

は補助限 

度額 

積算基礎 

事業費 

負担区分 
㎡ 

単価 
備考 

費目 員数 単位 単価 金額 補助額 その他 

              飼養頭数 

（ 頭） 

牛舎面積 

（ ㎡/頭） 

     

     

     

     

              飼養頭数 

（ 頭） 

牛舎面積 

（ ㎡/頭） 

     

     

     

     

合計      

（注）１ 必要に応じ行を追加して記入すること。 

２ 補助対象経費ごとに補助対象費目を記載し、事業実施者ごとに簡易牛舎、器具機材、資材等に整理し、それぞれの員数、単価、金額を記載すること。簡易牛舎整

備の場合、備考欄に飼養頭数、整備する簡易牛舎の１頭当たりの面積を記入すること。 

３ 補助率又は補助限度額は、補助対象経費に対応した補助率又は補助限度額を記載すること。 

４ 簡易牛舎整備は、「畜産業振興事業の実施について」（平成15年10月１日付け15農畜機第48号－１）によるコスト分析を実施し、資料を添付すること。 

５ 簡易牛舎の使用管理計画を作成し添付すること。 
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別添２ 

 

（生産者集団等名：             ） 

１ 家畜緊急避難輸送 

事業対象者 
避難 

頭数 

輸送 

日 

輸送先 
輸送 

方法 

輸送 

委託先 

補助 

対象 

経費 

補助率 事業費 

積算基礎 負担区分 

畜産 

経営体名 

畜舎 

所在地 
畜種 

輸送 

先名 
所在地 費目 員数 単価 金額 補助金 その他 

                  

                  

合計          

 

２ 飼養管理委託 

対象者 
委託 

頭数 

委託 

期間 

委託先 補助 

対象 

経費 

補助率 事業費 

積算基礎 負担区分 

畜産 

経営体名 

畜舎 

所在地 
畜種 

委託 

先名 
所在地 費目 員数 単価 金額 補助金 その他 

                

                

合計          

 

３ 家畜用飼料等輸送・保管 

事業対象者 
輸送

品名 

輸送 

日 

保管 

期間 

輸送先 
輸送 

委託先 

補助 

対象 

経費 

補助率 事業費 

積算基礎 負担区分 

畜産 

経営体名 

畜舎 

所在地 

輸送 

先名 
所在地 費目 員数 単価 金額 補助金 その他 

                 

                 

合計          
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別紙様式第１号－２ 

 

平成 年度肉用牛経営安定対策補完事業（災害緊急支援対策事業）補助金交付申 

請書 

 

番   号 

年 月 日 

 

独立行政法人農畜産業振興機構 

理事長       殿 

 

住 所          

団体名          

代表者名       印 

 

 

平成 年度において肉用牛経営安定対策補完事業（災害緊急支援対策事業）を下記のとおり

実施したいので、肉用牛経営安定対策補完事業実施要綱別添５の第６の１の規定に基づき、補

助金     円を交付されたく、関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 事業の目的  ※ 対象となる災害の名称を含めた上で、事業目的を記載すること。 

 

 

２ 事業の内容 

 別紙「肉用牛経営安定対策補完事業（災害緊急支援対策事業）実施計画」のとおり 

 

３ 事業に要する経費の配分及び負担区分  

（単位：円） 

区分 事業費 

負担区分 

備考 機構 

補助金 
その他 

１ 経営継続支援対策 

（１）牛舎、飼養管理の附帯施設・機械の

補改修等 

（２）簡易牛舎の整備等 

（３）緊急避難等支援 

（４）繁殖に供する雌牛の導入支援 

２ 経営継続支援対策の推進 
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合計     

 

４ 事業実施期間 

（１）事業着手年月日    平成 年 月 日 

（２）事業完了予定年月日  平成 年 月 日 

 

５ 添付書類 

（１）定款 

（２）最近時点の業務報告書及び業務計画書 

（３）別紙「肉用牛経営安定対策補完事業（災害緊急支援対策事業）実施計画」を都道府

県知事に協議したことを証する書類の写 
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別紙 肉用牛経営安定対策補完事業（災害緊急支援対策事業）実施計画 

 

１ 経営継続支援対策 

（１）牛舎、飼養管理の附帯施設・機械の補改修等 

番号 
生産者 

集団等名 

実施 

時期 

事業 

内容 

補助率 

又は額 
事業費 

負担区分 
備考 

補助金 その他 

１ （ ）        

２ （ ）        

 合計        

 

（２）簡易牛舎の整備等 

番号 
生産者 

集団等名 

実施 

時期 

事業 

内容 

補助率 

又は額 
事業費 

負担区分 
備考 

補助金 その他 

１ （ ）              

２ （ ）               

  合計               

 

（３）緊急避難等支援 

番号 
生産者 

集団等名 

実施 

時期 

事業 

内容 

補助率 

又は額 
事業費 

負担区分 
備考 

補助金 その他 

１ （ ）              

２ （ ）               

  合計               

 

（４）繁殖に供する雌牛の導入支援 

番号 
生産者 

集団等名 

実施 

時期 

事業 

内容 

補助率 

又は額 
事業費 

積算基礎 負担区分 備考 

頭数 単価 金額 補助金 その他 

１ （ ）                     
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２ （ ）                     

  合計                     

 

２ 経営継続支援対策の推進 

実施 

時期 

補助対象 

経費 

事業 

内容 

補助率 

又は額 
事業費 

負担区分 
費目 積算基礎 

補助金 その他 

         

         

合計         

※積算基礎等の詳細は別紙１～３に記載すること。 

※生産者集団等名のカッコ内には事業対象の畜産経営体の数を記入すること。 

 

別紙１（牛舎、飼養管理の附帯施設・機械の補改修等） 

番号 

生産者 

集団等 

名 

実施 

時期 

事業 

内容 

補助 

対象 

経費 

補助率又は 

補助限度額 
事業費 

負担区分 

備考 
補助金 その他 

１          

２          

合計     

（注）事業の内容は、別添１に詳細かつ具体的に記述すること。 

 

別紙２（簡易牛舎の整備等） 

番号 
生産者 

集団等名 
実施時期 事業内容 

補助対象 

経費 

補助率又は 

補助限度額 
事業費 

負担区分 
備考 

補助金 その他 

１          

２          

合計     

（注）事業の内容は、別添１に詳細かつ具体的に記述すること。 
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別紙３（緊急避難等支援） 

 

番号 
生産者 

集団等名 
実施時期 事業内容 

補助対象 

経費 

補助率又は 

補助限度額 
事業費 

負担区分 
備考 

補助金 その他 

１          

２          

合計     

（注）事業の内容は、別添２に詳細かつ具体的に記述すること。 
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別添１ 

 

（生産者集団等名：             ） 

貸付者名 実施時期 事業内容 
補助対象 

経費 

補助率又 

は補助限 

度額 

積算基礎 

事業費 

負担区分 
㎡ 

単価 
備考 

費目 員数 単位 単価 金額 補助額 その他 

              飼養頭数 

（ 頭） 

牛舎面積 

（ ㎡/頭） 

     

     

     

     

              飼養頭数 

（ 頭） 

牛舎面積 

（ ㎡/頭） 

     

     

     

     

合計      

（注）１ 必要に応じ行を追加して記入すること。 

２ 補助対象経費ごとに補助対象費目を記載し、事業実施者ごとに簡易牛舎、器具機材、資材等に整理し、それぞれの員数、単価、金額を記載すること。簡易牛舎整

備の場合、備考欄に飼養頭数、整備する簡易牛舎の１頭当たりの面積を記入すること。 

３ 補助率又は補助限度額は、補助対象経費に対応した補助率又は補助限度額を記載すること。 

４ 簡易牛舎整備は、「畜産業振興事業の実施について」（平成15年10月１日付け15農畜機第48号－１）によるコスト分析を実施し、資料を添付すること。 

５ 簡易牛舎の使用管理計画を作成し添付すること。 
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別添２ 

 

（生産者集団等名：             ） 

１ 家畜緊急避難輸送 

事業対象者 
避難 

頭数 

輸送 

日 

輸送先 
輸送 

方法 

輸送 

委託先 

補助 

対象 

経費 

補助率 事業費 

積算基礎 負担区分 

畜産 

経営体名 

畜舎 

所在地 
畜種 

輸送 

先名 
所在地 費目 員数 単価 金額 補助金 その他 

                  

                  

合計          

 

２ 飼養管理委託 

対象者 
委託 

頭数 

委託 

期間 

委託先 補助 

対象 

経費 

補助率 事業費 

積算基礎 負担区分 

畜産 

経営体名 

畜舎 

所在地 
畜種 

委託 

先名 
所在地 費目 員数 単価 金額 補助金 その他 

                

                

合計          

 

３ 家畜用飼料等輸送・保管 

事業対象者 
輸送

品名 

輸送 

日 

保管 

期間 

輸送先 
輸送 

委託先 

補助 

対象 

経費 

補助率 事業費 

積算基礎 負担区分 

畜産 

経営体名 

畜舎 

所在地 

輸送 

先名 
所在地 費目 員数 単価 金額 補助金 その他 

                 

                 

合計          
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別紙様式第２号 

 

平成 年度肉用牛経営安定対策補完事業（災害緊急支援対策事業）補助金交付変更 

承認申請書 

 

番   号 

年 月 日 

 

独立行政法人農畜産業振興機構 

理事長       殿 

 

住 所          

団体名          

代表者名       印 

 

 

平成 年 月 日付け 農畜機第  号で補助金交付決定通知のあった肉用牛経営安定対

策補完事業（災害緊急支援対策事業）の実施について、下記のとおり変更したいので承認され

たく、肉用牛経営安定対策補完事業実施要綱別添５の第６の２の規定に基づき申請します。 

 

記 

 

１ 変更の理由 ※ 対象となる災害の名称を含めた上で、変更理由を記載すること。 

 

２ 事業の内容 

別紙「肉用牛経営安定対策補完事業（災害緊急支援対策事業）実施計画」のとおり 

 

３ 事業に要する経費の配分及び負担区分 

 

（注）２及び３については、別紙様式第１号に準じ、変更部分が容易に対照できるよう変更前

を（ ）書で上段に、変更後をその下段に記載すること。 

 

 

  



23 

別紙様式第３号－１ 

 

平成 年度肉用牛経営安定対策補完事業（災害緊急支援対策事業）補助金概算払請 

求書 

 

番   号 

年 月 日 

 

独立行政法人農畜産業振興機構 

理事長       殿 

 

住 所          

団体名          

代表者名       印 

 

 

平成 年 月 日付け 農畜機第  号で補助金交付決定通知のあった肉用牛経営安定対

策補完事業（災害緊急支援対策事業）について、下記のとおり金     円を概算払により

交付されたく、肉用牛経営安定対策補完事業実施要綱別添５の第６の３の規定に基づき申請し

ます。 

 

記 
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１ 概算払請求額 

区分 

交付決定 
事業費遂行状況 

（平成 年 月 日現在） 

既概算払 

受領額 

④ 

今回 

概算払 

請求額 

⑤ 

平成年 

月日まで 

予定出来

高 

(④+⑤)/

② 

残額 

②-④-

⑤ 
事業費 

① 

機構 

補助金 

② 

事業費 

③ 

機構 

補助金 

事業

費 

出来

高 

③/① 

 円 円 円 円 ％ 円 円 ％ 円 

１ 経営継続支援対策 

（１）簡易牛舎の整備等 

（２）緊急避難等支援 

（３）繁殖に供する雌牛の導入支援 

２ 経営継続支援対策の推進 

 

 

 

        

合計          

（注）それぞれの事業項目ごとに記載することとし、請求時点での事業費の概算払必要額の積算根拠として月別の支出実績及び支出計画を添

付すること。 

 

２ 振込先金融機関名等 

金融機関名 

預金種類 

口座番号 

口座名義 
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別紙様式第３号－２ 

 

平成 年度肉用牛経営安定対策補完事業（災害緊急支援対策事業）補助金概算払請 

求書 

 

番   号 

年 月 日 

 

独立行政法人農畜産業振興機構 

理事長       殿 

 

住 所          

団体名          

代表者名       印 

 

 

平成 年 月 日付け 農畜機第  号で補助金交付決定通知のあった肉用牛経営安定対

策補完事業（災害緊急支援対策事業）について、下記のとおり金     円を概算払により

交付されたく、肉用牛経営安定対策補完事業実施要綱別添５の第６の３の規定に基づき申請し

ます。 

 

記 
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１ 概算払請求額 

区分 

交付決定 
事業費遂行状況 

（平成 年 月 日現在） 既概算払 

受領額 

④ 

今回 

概算払 

請求額 

⑤ 

平成年 

月日まで 

予定出来高 

(④+⑤)/② 

残額 

②-④-⑤ 事業費 

① 

機構 

補助金 

② 

事業費 

③ 

機構 

補助金 

事業費 

出来高 

③/① 

 円 円 円 円 ％ 円 円 ％ 円 

１ 経営継続支援対策 

（１）牛舎、飼養管理の附帯施設・機械の補

改修等 

（２）簡易牛舎の整備等 

（３）緊急避難等支援 

（４）繁殖に供する雌牛の導入支援 

２ 経営継続支援対策の推進 

 

 

 

        

合計          

（注）それぞれの事業項目ごとに記載することとし、請求時点での事業費の概算払必要額の積算根拠として月別の支出実績及び支出計画を添付すること。 

 

２ 振込先金融機関名等 

金融機関名 

預金種類 

口座番号 

口座名義 
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別紙様式第４号 

 

平成 年度肉用牛経営安定対策補完事業（災害緊急支援対策事業）実績報告書 

 

番   号 

年 月 日 

 

独立行政法人農畜産業振興機構 

理事長       殿 

 

住 所          

団体名          

代表者名       印 

 

 

平成 年 月 日付け 農畜機第  号で補助金交付決定通知のあった肉用牛経営安定対

策補完事業（災害緊急支援対策事業）について、下記のとおり実施したので、肉用牛経営安定

対策補完事業実施要綱別添５の第７の規定に基づき、関係書類を添えてその実績を報告します。 

なお、併せて精算額      円を支払われたく請求します。 

 

記 

 

１ 事業の目的  ※ 対象となる災害の名称を含めた上で、事業目的を記載すること。 

 

 

２ 事業の内容 

別紙「肉用牛経営安定対策補完事業（災害緊急支援対策事業）実績報告書」のとおり 

 

 

３ 事業に要した経費の配分及び負担区分 

 

 

４ 事業に係る精算額 

（単位：円） 

交付決定額 確定額 概算払受領額 精算払請求 

    

 

５ 事業実施期間 

（１）事業着手年月日  平成 年 月 日 

（２）事業完了年月日  平成 年 月 日 
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６ 振込先金融機関名等 

金融機関名 

預金種類 

口座番号 

口座名義 

 

注１ １～３については、別紙様式第１号に準じて作成すること。 

２ ３について、実績額の上段に計画額を（ ）書きし、計画と実績が比較できるようにす

ること。 
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別紙様式第５号 

 

平成 年度肉用牛経営安定対策補完事業（災害緊急支援対策事業）運営状況報告書 

 

番   号 

年 月 日 

 

独立行政法人農畜産業振興機構 

理事長       殿 

 

住 所          

団体名          

代表者名       印 

 

 

平成  年度における肉用牛経営安定対策補完事業（災害緊急支援対策事業）について、肉

用牛経営安定対策補完事業実施要綱別添５の第８の規定に基づき、その運営状況を下記のとお

り報告します。 

 

記 

 

１ 事業名：平成  年度肉用牛経営安定対策補完事業（災害緊急支援対策事業） 

 

２ 生産者集団等 

名 称： 

所在地： 

施設の設置場所： 
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３ 運営状況 

 

肉用牛の飼養状況 

年次 

 

区分 

第１年度 

（平成年度） 

第２年度 

（平成年度） 
  

第５年度 

（平成年度） 
備考 

①繁殖雌牛頭数 
計画 

実績 
      

 ②うち導入頭数 
計画 

実績 
      

③更新育成頭数 
計画 

実績 
      

④生産子牛頭数 
計画 

実績 
      

⑤販売子牛頭数 
計画 

実績 
      

⑥廃用販売頭数 
計画 

実績 
      

⑦肥育牛頭数 
計画 

実績 
      

⑧肥育牛販売頭数 
計画 

実績 
      

（注１）備考欄には、生産率、事故率、育成率等主要緒元を記載すること。 

（注２）必要に応じ、参考となる資料を添付すること。 

（注３）施設・設備等が事業計画通りに利用されていない場合には、その理由を記入すること。 
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別紙様式第６号 

 

平成 年度肉用牛経営安定対策補完事業（災害緊急支援対策事業）に係る仕入れに 

係る消費税等相当額報告書 

 

番   号 

年 月 日 

 

独立行政法人農畜産業振興機構 

理事長       殿 

 

住 所          

団体名          

代表者名       印 

 

平成 年 月 日付け 農畜機第  号で交付決定通知のあった肉用牛経営安定対策補完

事業（災害緊急支援対策事業）補助金について、肉用牛経営安定対策補完事業実施要綱別添５

の第９の３の規定に基づき、下記のとおり報告します。 

（なお、併せて補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額    円を返還します。（返還があ

る場合、記載すること）） 

 

記 

 

１ 補助金適正化法第 15条の補助金の額の確定額（平成 年 月 日付け 農畜機第  号

による補助金額の確定通知額） 

金       円 

 

２ 補助金の額の確定時に減額した仕入れに係る消費税等相当額 

金       円 

 

３ 消費税及び地方消費税の申告により確定した仕入れに係る消費税等相当額 

金       円 

 

４ 補助金返還相当額（３－２） 

金        円 

注：記載内容の確認のため、以下の資料を添付すること。 

なお、公募団体等が法人格を有しない組合等の場合は、すべての構成員分を添付するこ

と。 

・消費税確定申告書の写し(税務署の収受印等のあるもの) 

・付表２「課税売上割合・控除対象仕入税額等の計算表」の写し 
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・３の金額の積算の内訳（人件費に通勤手当を含む場合は、その内訳を確認できる資料

も併せて提出すること） 

・公募団体等が消費税法第６０条第４項に定める法人等である場合は、同項に規定する

特定収入の割合を確認できる資料 

 

５ 当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかにならない場合、その状況を記載 

 

注：消費税及び地方消費税の確定申告が完了していない場合にあっては、申告予定時期も記載

すること。 

 

６ 当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額がない場合、その理由を記載 

 

注：記載内容の確認のため、以下の資料を添付すること。 

なお、公募団体等が法人格を有しない組合等の場合は、すべての構成員分を添付するこ

と。 

・免税事業者の場合は、補助事業実施年度の前々年度に係る法人税（個人事業者の場合

は所得税）確定申告書の写し（税務署の収受印等のあるもの）及び損益計算書等、売

上高を確認できる資料 

・簡易課税制度の適用を受ける事業者の場合は、補助事業実施年度における消費税確定

申告書（簡易課税用）の写し（税務署の収受印等のあるもの） 

・公募団体等が消費税法第６０条第４項に定める法人等である場合は、同項に規定する

特定収入の割合を確認できる資料 

 

 


